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安⼼の地域医療を⽀える
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１ 設⽴ ： 平成26年4月1日

２ 機構の目的

病院、介護⽼⼈保健施設等の運営を⾏い、
救急医療、災害時における医療、へき地医
療、周産期医療、⼩児医療、リハビリテー
ションその他地域において必要とされる医
療及び介護を提供する機能の確保を図り、
もって公衆衛⽣の向上・増進や住⺠福祉の
増進に寄与すること

３ 組織の規模（平成28年4月1日現在）

病院数 ：57病院（運営病床数 14,612床）

介護⽼⼈保健施設 ：26施設（入所定員数合計 2,479人）

看護師養成施設 ： 7施設（1学年定員数合計 295人）

健康増進ホーム ： 1施設（入所定員数合計 79人）

地域包括支援センター：10施設
訪問看護ステーション：20施設

独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構の概要

４ 患者数（平成27年度実績）
入院患者数（1日平均）11,053人
外来患者数（1日平均）29,793人

５ 常勤役職員数（平成28年⽉6月1日現在）

役員数：5人
職員数：約25,000人

（医師 約2,700人 看護師 約12,800人 コメディカル 約4,600人
福祉・療養介助 約2,000人 その他 約2,900人）

一般病床 療養病床 結核病床 感染症病床 合 計

14,180 301 93 38 14,612
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ＪＣＨＯの理念

我ら全国ネットのＪＣＨＯは
地域の住⺠、⾏政、関係機関と連携し

地域医療の改⾰を進め
安心して暮らせる地域づくりに貢献します



当機構の運営の基本的な考え方
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Ⅰ. 医師派遣
地域医療に貢献するため、へき地を含む医

師不⾜地域へ対して医師を派遣

Ⅱ. 総合医の育成
幅広い領域の疾病等について適切な対応を⾏

う総合的な診療能⼒を有する医師（「総合
医」）を育成

Ⅲ. ＩＴ化
地域医療を⽀える情報基盤となるクラウド技術

を活⽤した次世代型のＩＴプロジェクトを遂⾏

Ⅳ. 地域包括ケアの推進
各地域の地域包括ケアシステムの構築を積極的

に推進

Ⅰ 地域医療、地域包括ケアの要として、地域における関係者との連携を進め、時代
が求める課題に率先して取り組む

運営の基本的な考え方

ＪＣＨＯの四本柱

Ⅱ 当機構は、病院等を運営するための運営費交付⾦が交付されない法⼈として、経
営意識の向上や適切な会計処理等を実施することにより、財政的に⾃⽴した経営を
目指す



平成２７年度 業務実績の要点
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①地域協議会における議論を踏まえた対応（救急患者の受⼊増、訪問看護の導⼊等）が
拡大

②地域医療機構病院においても医師確保が困難な状況にある中、医師不⾜地域への継続
的な医師派遣、救急患者の受⼊数の⼤幅増などで地域医療を確保

③全ての病院に地域包括ケア推進室を設置し、地域包括ケアの推進体制を構築。⽼健施
設の在宅復帰率や医療ニーズの高い者の受入は全国平均を上回り、訪問看護件数も大
きく増加

④総合医の育成に積極的に取り組むとともに、地域の医療・介護従事者、地域住⺠に対
する教育活動を拡充

⑤地域のニーズに対応した医療・介護の提供等による収益の向上、管理部⾨のスリム化
等による業務運営の効率化、本部の積極的な関与による病院の経営⼒の向上に取り組
み、2年連続して経常収⽀率100％以上（ 100.9％ ）を達成するとともに、赤字病院
数は前年度の19病院から15病院に減少



中期計画（中期目標） 自己評価 中期計画（中期目標） 自己評価

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項

１ 診療事業等 １ 効率的な業務運営体制の確立

(1) 地域において必要とされる医療等の提供

Ａ○

(1) 本部・地区組織・各病院の役割分担

A

(2) 地域医療機構の各病院等に期待される機能の発揮 (2) 病院組織の効率的・弾力的な組織の構築
① 地域医療支援機能の体制整備 (3) 職員配置

② ５事業の実施
（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）

(4) 業績等の評価

(5) 内部統制、会計処理に関する事項

③ 地域におけるリハビリテーションの実施 (6) コンプライアンス、監査
④ その他地域において必要とされる医療等の実施 (7) 広報に関する事項

(3) ５事業など個別事業・疾病に対する機構全体としての取組

Ａ○

(8) ＩＴ化に関する事項 Ｂ○

① ５事業
（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）

２ 業務運営の見直しや効率化による収支改善

(1) 経営意識と経営力の向上に関する事項
Ａ② リハビリテーション (2) 収益性の向上

③ ５疾病（がん、心筋梗塞、脳卒中、糖尿病、精神医療） (3) 業務運営コストの節減等

④ 健診・保健指導 Ⅲ．財務内容の改善に関する事項

⑤ 地域連携クリティカルパス １ 財務内容の改善に関する事項
⑥ 臨床評価指標 (1) 経営の改善

Ａ

(4) 高齢社会に対応した地域包括ケアの実施

Ａ○

(2) 長期借入金の償還確実性の確保

① 地域包括支援センター ２ 短期借入金の限度額

② 老健施設 ３ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財
産がある場合には、当該財産の処分に関する計画③ 訪問看護・在宅医療

④ 認知症対策 ４ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする
時はその計画２ 調査研究事業

(1) 地域医療機能の向上に係る調査研究の推進
Ｂ

５ 剰余金の使途
(2) 臨床研究及び治験の推進 Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項

３ 教育研修事業 １ その他業務運営に関する重要事項

(1) 質の高い人材の育成・確保

Ａ○

(1) 職員の人事に関する計画

Ｂ

(2) 地域の医療・介護職に対する教育活動 (2) 医療機器・施設整備に関する計画
(3) 地域住民に対する教育活動 (4) 病院等の譲渡

４ その他の事項 (5) 会計検査院の指摘

(1) 患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供

Ｂ

(6) その他

(2) 医療事故、院内感染の防止の推進

(3) 災害、重大危機発生時における活動
(4) 洋上の医療体制確保の取組

業務実績評価項目一覧
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※重要度を「高」としている項目については各標語の横に「○」を付す
※難易度を「高」としている項目については各標語に下線
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1-1 診療事業等（地域において必要とされる医療等の提供） 自己評価 Ａ
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自己評価書
Ｐ4〜Ｐ22
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【主な業務実績】

（1）地域において必要とされる医療等の提供
○地域協議会における議論を踏まえた対応が進み、地域の実情に応じた病院等の運営が図られた。
・地域協議会の開催回数は、平成26年度の76回から83回と増加
・全ての病院において地域協議会における議論を踏まえた対応を実施

評価の視点

・地域において必要とされる医療等の提供に当たり、広く関係者の意⾒を聞いて参考とし、
地域の実情に応じた運営に努めているか

・すべての病院等は、中期計画期間中に各病院等に期待される機能(地域医療⽀援機能の体
制整備、5事業の実施等)を発揮するよう体制の整備を進めているか

＜地域協議会での意⾒を踏まえた対応事例＞
１．⾏政関係者から、救急の受け⼊れについて強化して欲しいとの意⾒を受け、HCU（ハイケアユニット）を新たに開設するなど救急

受入体制を強化した結果、救急受入件数が、平成２６年度の１，８４３件に対し、平成２７年度は１，９５８件と対前年⽐１０
６％となった。（横浜保土ケ谷中央病院）

２．地域における医療ニーズを踏まえ、地元医師会から、地域包括ケア病棟を設置して欲しいとの意⾒を受け、平成２７年度中に地域
包括ケア病棟の運用を開始することで、地域において求められる役割を果たした。（東京城東病院）

３．病院利⽤者から、訪問看護の充実を図って欲しいとの意⾒を受け、平成２７年度中に訪問看護ステーションを開設し、訪問看護の
充実を図ることで、地域において求められる役割を果たした。（秋田病院）

４．病院利⽤者から、医療従事者向け及び地域住⺠向けの研修会を開催して欲しいとの意⾒を受け、平成２７年度においては、医療従
事者向け研修として、心肺蘇生やインフルエンザウイルス感染対策などをテーマに１５回開催し、地域住⺠向け研修として、腰痛
予防や健康相談などをテーマに３回開催した。（札幌北⾠病院）

年度計画

診療事業等
（1）地域において必要とされる医療等の提供
（2）地域医療機構の各病院等に期待される機能の発揮

重要度：⾼
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（2）地域医療機構の各病院等に期待される機能の発揮
①地域医療⽀援体制整備 ②5事業の実施 ③地域におけるリハビリテーションの実施
④その他地域において必要とされる医療等の実施

○地域医療機構の中⼩病院での医師確保が厳しさを増す中、中期計画に定める「期待される機能」を発揮
する病院数は、年度計画（25年度⽐18病院増）を超えて増加した。
・「期待される機能」を発揮する病院数 35病院【 25年度⽐22病院増】

【特に増加した項目等】 25年度 増加 27年度

・紹介率・逆紹介率の向上： 18病院 22病院 40病院
・建物、医療機器の共同利⽤： 49病院 6病院 55病院
・救急医療を提供する能⼒： 54病院 3病院 全57病院
・地域の医療従事者に対する
教育を実施する病院： 44病院 12病院 56病院

・地域住⺠に対する
教育を実施する病院： 49病院 8病院 全57病院

・退院、退所前からの退院、
退所調整を⾏う病院： 54病院 3病院 全57病院

・地域で必要な医師の育成を⾏う病院 25病院 23病院 48病院

達成率122％

＜期待される機能＞
①地域医療⽀援体制整備：紹介率・逆紹介率、⾼額医療機器等の共同利⽤など

②5事業の実施：救急医療、災害医療、へき地医療等
③地域におけるリハビリテーションの実施：急性期、回復期リハ等の地域における
リハビリテーションの実施

④その他地域において必要とされる医療等の実施：地域包括ケア、地域において必要とされる
医師の育成等



1 -2 診療事業等（質の⾼い医療の提供） 自己評価 Ａ

年度計画 （3）5事業など個別事業・疾病に対する機構全体としての取組
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自己評価書
Ｐ23〜Ｐ39
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【主な業務実績】

（3）5事業など個別事業・疾病に対する機構全体としての取組
【5事業】
○地域医療機構においても、医師確保が困難な状況にある中、へき地医療に取り組んだ。
・離島、へき地等の医師不⾜地域の自治体からの要請に応え、２２病院が２５か所に対し、医師等を延べ
５，００６人日派遣し、医師不⾜地域の医療を支援（平成26年度５，３４２⼈⽇）

○救急医療については、年度計画、中期計画の⽬標をも上回った。
・これまで救急医療を提供していなかった病院も救急医療体制を整備するなど救急医療の充実に努めた結
果、救急患者の受入数は、年度計画の⽬標（平成２５年度と⽐して２．０％増加）を上回り、中期計画
の目標（平成２５年度⽐５．０％増加）も上回る ５．１％の増加を達成

【救急搬送患者の状況】

※平成27年の救急搬送⼈員は平成26年⽐1.1%増
（消防庁調べ）

基準値
（25年度）

26年度 27年度
増減

(対基準値比)

救急搬送患者数 82,877人 83,547人 87,068人 ＋5.1％

重要度：⾼

評価の視点

・5事業など個別事業・疾病に対する機構全体としての取り組みが進んでいるか
・救急患者の受⼊、医療救護班・DMATの編成、医師不⾜地域への⽀援、ハイリスク分娩、

⺟体搬送の受入、小児救急患者の受入が進んでいるか
・5疾病に係る地域連携パスを実施しているか
・市町村事業や地域の自主的活動へのリハ専門職派遣に取り組んでいるか
・認知症対策が進んでいるか

達成率２５５％
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○周産期医療の全国的な傾向である、集約化による大学からの派遣医師の減（地域医療機構内で分娩を扱う
１７病院のうち半数以上の９病院で減）にもかかわらず、
・分娩数は年度計画を下回ったものの、ほぼ前年度⽔準を維持した。
・ハイリスク分娩数、⺟体搬送の受⼊数は年度計画を達成し、医療密度の⾼い分娩への対応など地域にお
ける機能分化の中での各病院の役割を着実に果たした。

○小児救急受⼊患者数については、⼩児救急輪番制の普及やインフルエンザ患者の減の影響にもかかわらず、
年度⽬標を下回ったものの、ほぼ前年度⽔準を維持した。

【災害医療】
○災害対策基本法における指定公共機関として災害、重大危機発生時に備え、全病院において医療救護班を
編成するとともに、３０病院が自治体等が主催する災害訓練に参加するなど地域の災害支援体制を整備し
た。

【リハビリテーション】
○地域住⺠の健康維持推進のための市町村事業等にリハビリ専⾨職を積極的に派遣（ ４６８回、平成２５年

度⽐１５９％）した。

【市町村等へのリハビリテーション専門職の派遣状況】

基準値
（25年度）

26年度 27年度
増減

(対基準値比)

派遣病院数 22病院 24病院 29病院 ＋7病院

派遣回数 295回 313回 468回 ＋173回
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【５疾病・認知症対策】
○５疾病を含む地域連携クリティカルパスの実施は２，４４９件（平成２５年度⽐１４４％）となるなど、
地域の医療関係者との連携による医療の提供の中心的な役割の強化を図った。

【地域連携クリティカルパス実施状況】

○物忘れ外来の設置や看護師等の認知症ケア向上のための研修の実施等、認知症対策を着実に推進した。
・物忘れ外来の設置 １５病院（平成２５年度⽐９病院増）
・認知症外来の設置 4病院（平成２５年度⽐２病院増）
・看護師を対象とした認知症に関する研修受講者数５２人（平成26年度⽐163％）
・看護師以外の医療従事者も対象とした認知症対応⼒向上研修を開始した。（平成27年度187人）

【認知症対策体制整備状況】 【認知症に関する研修の実施状況】

基準値
（25年度）

26年度 27年度
増減

(対基準値比)

利用病院数 31病院 31病院 31病院 －

実施総件数 1,697件 1,899件 2,449件 ＋752件

基準値
（25年度）

26年度 27年度
増減

(対基準値比)

物忘れ外来設置病院数 6病院 11病院 15病院 ＋9病院

認知症外来設置病院数 2病院 3病院 4病院 ＋2病院

研修名 26年度 27年度 増減

認知症看護研修 32人 52人 ＋20人

認知症対応力向上研修 － 187人 ＋187人

合計 32人 239人 ＋207人



医師を中心に22病院から25か所に
対し、医療従事者を延5,006人日派遣 被災地に対する継続的な支援

➢福島県浪江町仮設診療所へ6病院から継続的に
医師を派遣し、診療支援を実施県を超えた支援

➢ へき地保健医療対策検討会において評価
④

①

⑤
⑥

㉕

⑧

⑨⑧

⑫⑬⑭

⑮

㉒
㉓

⑱

⑯

⑰

㉑

⑳

⑲

㉕福島県浪江町 内科医 週２日（月・木曜日）
支援元病院➢ 二本松病院・うつのみや病院
（６病院） さいたま北部医療センター・東京高輪病院

東京新宿メディカル・東京山手メディカル

⑱熊本県五木村 ⓭人吉医療ｾﾝﾀｰ 指定管理者
週４日

(9名/日)

⑲熊本県芦北町 ⓮熊本総合病院 総合診療医 隔週１日

⑳熊本県苓北町 ⓯ 天草中央
総合病院

小児科医 週２日

㉑熊本県天草市 産婦人科医 週１日

㉒大分県佐伯市因尾 ⓰南海医療
センター

代診 不定期

㉓大分県佐伯市丹賀 代診 不定期

㉔ 宮崎県西米良村 ⓱ 宮崎江南病院 代診 不定期

支援先 派遣元病院 支援医師 支援日数 支援先 派遣元病院 支援医師 支援日数

①北海道稚内市

❶北海道病院

循環器科医 週２日 ⑪島根県海士町 ❽玉造病院 整形外科医 月１日

②北海道倶知安町 循環器科医 週３日 ⑫香川県小豆島

❾ りつりん病院

整形外科医 隔週１日

③北海道留萌市 腎臓内科医 月１日 ⑬香川県本島 代診 不定期

④北海道根室市 ❷船橋中央病院 産婦人科医 月３日 ⑭香川県広島 代診 不定期

⑤秋田県八郎潟町

❸秋田病院

消化器内科医 週１日
⑮山口県大津島

❿徳山中央
病院

内科医 週２日

⑥秋田県能代市 整形外科医 週１日 外科医 週１日

⑦秋田県大館市 整形外科医 不定期 ⑯福岡県相島 ⓫九州病院 総合診療医 隔週１日

⑧東京都新島

❹蒲田医療ｾﾝﾀｰ

❺新宿ﾒﾃﾞｨｶﾙ

❻東京城東病院

内科医 （常勤）
⑰長崎県松浦市 ⓬伊万里松浦

病院
指定管理者

週６日
（7名/日）

⑨岐阜県中津川市 ❼可児とうのう
病院

泌尿器科医 週１日

⑩岐阜県関市 麻酔科医 週１日

⑪
⑨⑩

⓬

⓮
⓭

⓰

⓫

❾

❿

❽ ❷

❹

❼

❸

❺

❻

❶

被災地支援

⓯

10
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㉔
⓱

⑦

②

③

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構



1 -3 診療事業等（高齢社会に対応した地域包括ケアの実施） 自己評価 Ａ

年度計画 （4）高齢社会に対応した地域包括ケアの実施

11

自己評価書
Ｐ40〜Ｐ52

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】

(4) 高齢社会に対応した地域包括ケアの実施
○地域医療機構を挙げた推進体制の構築
・地域医療機構の全病院に「地域包括ケア推進室」を設置した。
・本部に地域包括ケア推進検討委員会を設置（２７年度３回開催）
した。

○好事例集の作成、周知
・地域包括ケアに積極的に取り組んでいる地域医療機構の病院等の好事例を集めた、事例集を作成した。
・地域医療機構内だけでなく、他の病院団体にも周知した。

➣在宅医療の⽀援や訪問看護事業の実施、地域包括支援センターの受託や在宅医療・介護連携推進事業
への参画を検討するための手引きとして活用

① 地域包括支援センター（10病院）
・介護予防支援、総合相談等の既存事業に加え、新たに事業に追加された認知症施策の推進事業を積極的に
実施した。

・介護予防サービス計画の作成数は、２３，０９９件（平成２６年度⽐１３５．１%）。

重要度：⾼

・地域包括⽀援センター、⽼健施設、訪問看護ステーションの運営、在宅医療、認知症対策
を一体的に推進し、地域包括ケアの推進に努めているか評価の視点

26年度 27年度 増減

介護予防及び認知症関連事業 314回 337回 ＋23回

うち認知症カフェ １６回
認知症介護者のつどい ２１回
認知症介護者教室 ８回

26年度 27年度 増減

地域包括ケア病棟
設置病院数

16病院 22病院 ＋6病院



12 JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

②⽼健施設（26病院）
○在宅復帰⽀援パスの導⼊等により⼊所者の在宅復帰⽀援を強化するとともに、退所後の在宅⽣活を支援す
るため、通所リハビリテーションや短期⼊所の受⼊枠の拡⼤等を図ったことにより、⾼い在宅復帰率を実
現した。
・２６施設中２０施設が在宅復帰強化型施設⼜は在宅復帰・在宅療養⽀援機能加算施設（平成２６年度⽐
８施設増）

・在宅復帰率（平均） ４３．４％（全国平均３０％、全国平均比１４４．７％）
〇一方、病院と⼀体的に運営されている特徴を活かし、医療ニーズの⾼い者を積極的に受け入れた。

➣創傷処置 １１．１％（全国平均４．８％、全国平均比２３１．３％）
➣静脈内注射 ２．３％（全国平均１．２％、全国平均比１９１．７％）
➣カテーテルの管理 ６．３％（全国平均４．８％、全国平均比１３１．３％）

③訪問看護
○訪問看護ステーションの開設、機能強化と、地域医療機関とも連携した訪問看護の積極的な提供に取り組
み、訪問看護の実施件数が大幅に増加した。
・訪問看護ステーションの設置 ２０ 病院（平成２６年度⽐５病院増）
・訪問看護実施件数 １０２，９４６ 件（平成２６年度⽐１２４．２％）
【訪問看護実施病院数、訪問件数】

④認知症対策
○物忘れ外来の設置や看護師等の認知症ケア向上のための研修の実施等、認知症対策を着実に推進した。
・物忘れ外来の設置 １５病院 認知症外来の設置 4病院
・看護師等を対象に認知症に関する研修受講者数 延べ２３９人

26年度 27年度 増減

訪問看護実施病院数 36病院 39病院 +3病院

うち訪問看護ステーション数 15病院 20病院 +5病院

うち機能強化型
訪問看護ステーション数

1病院 2病院 +1病院

訪問件数 82,918件 102,946件
+20,028件

+24.2%



1 -4 調査研究事業 自己評価 Ｂ

年度計画

2 調査研究事業
（1）地域医療機能の向上に係る調査研究の推進
（2）臨床研究及び治験の推進

13

自己評価書
Ｐ53〜Ｐ57

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】

（1）地域医療機能の向上に係る調査研究の推進
・臨床評価指標（３１項目）を策定し、各病院が活用した。
・研究環境整備として電子ジャーナルの導入を推進した（５３病院）。
・地域包括ケアに積極的に取り組む病院等を対象とした研究事業として、病院が地域包括ケアに取組む際に直

⾯する課題ごとに事例を整理した事例集を作成した。

（2）臨床研究及び治験の推進
・臨床研究の実施：６病院・１６件
・治験の実施：８病院・３９３件
・査読のある論⽂数：３０７本（うち英⽂の論⽂数が１５０本）

【査読のある医学雑誌に掲載された論⽂数】
26年度 27年度 増減

査読のある医学雑誌に掲載
された論文数（和文）

155本 157本 +2本

査読のある医学雑誌に掲載
された論文数（英文）

147本 150本 +3本

評価の視点 ・地域医療機能の向上に係る調査研究を⾏うための取り組みを進めているか





1 -5 教育研修事業 自己評価 Ａ

年度計画

2 教育研修事業
（1）質の高い人材の育成・確保 （2）地域の医療・介護職に対する教育活動
（3）地域住⺠に対する教育活動

14

自己評価書
Ｐ58〜Ｐ70

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】
（1）質の高い人材の育成・確保

○総合診療医プログラムを中⼼に臨床研修等を実施、拡充した。
・初期臨床研修 ４８病院 後期臨床研修 ２７病院
・総合診療医プログラム策定病院 ２０病院（平成２６年度⽐１２５％）
・地域の⼤学病院や地域医療機構内の他の病院と連携した総合診療医プログラム協⼒病院 ３７病院
（平成２６年度⽐２１８％）

【初期臨床研修取組状況】 【後期臨床研修取組状況】

・本部に総合診療医育成プロジェクトを設置し、平成２９年度からの運用に向けて具体的な研修内容や研修
期間等についての整理を実施

○本部において、質の高い看護師の育成のための研修を実施、拡充した。
・認定看護管理者教育課程（独法として唯一の教育機関として開講）、認知症看護、在宅療養⽀援研修、退
院調整看護等の地域包括ケアに重点を置いた研修を実施

・看護師の特定⾏為に係る指定研修施設の指定（東京新宿メディカルセンター：平成２８年２⽉時点で全国
２1か所・独法として唯一指定）

26年度 27年度 増減

基幹型臨床研修指定病院数 25病院 25病院 －

協力型臨床研修指定病院数 22病院 23病院 +1病院

初期臨床研修実施病院数 47病院 48病院 +1病院

26年度 27年度 増減

プログラム策定病院数 22病院 27病院 +5病院

うち総合診療医プログラム策定病院数 16病院 20病院 +4病院

総合診療医プログラム協力病院数 17病院 37病院 +20病院

重要度：⾼

評価の視点
・総合的な診療能⼒を有する医師の育成及び質の⾼い看護師の育成のための研修を⾏っているか
・地域の医療・介護の従事者に対し、地域医療や⼈材育成に係る研修について取り組んでいるか
・地域住⺠を対象とした研修や健康相談会に取り組んでいるか



15 JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

（2）地域の医療・介護職に対する教育活動 （3）地域住⺠に対する教育活動
○地域の医療従事者及び地域住⺠に対し、積極的に教育活動を実施、拡充した。
・地域の医療従事者を対象とした糖尿病や感染予防などの研修、介護従事者を対象とした喀痰吸引などの
研修、地域住⺠の健康意識を⾼めるための各種の研修や健康相談会等を２，１３３回（平成２６年度⽐
１２０％）実施

・各施設で実施した研修等に６４，７２３人（平成２６年度⽐１２７％）が参加

【各施設における研修等の実施状況】

【医療・介護従事者に対する教育活動】 【地域住⺠に対する教育活動】

研修内容の例：「加齢と健康ヘルシーエイジング」
「介護予防教室 認知症講座」

研修内容の例：「PT・STによるリハビリ、食事嚥下指導について」
「在宅療養と訪問看護」

26年度 27年度 増減

医療従事者に対する研修 48病院 56病院 +8病院

実施回数 727回 856回 +129回

参加人数 28,412人 30,205人 +1,793人

介護従事者に対する研修 29病院 37病院 +8病院

実施回数 128回 201回 +73回

参加人数 5,241人 5,903人 +662人

26年度 27年度 増減

地域住民に対する研修 48病院 57病院 +9病院

実施回数 916回 1,076回 +160回

参加人数 17,252人 28,615人 +11,363人

26年度 27年度 増減

実 施 回 数 1,771回 2,133回 +362回

参 加 人 数 50,905人 64,723人 +13,818人



1 -6 その他の事項 自己評価 Ｂ

年度計画

（1）患者の視点に⽴った良質かつ安⼼な医療の提供
（2）医療事故、院内感染の防⽌の推進
（3）災害、重大危機発生時における活動
（4）洋上の医療体制確保の取組

16

自己評価書
Ｐ71〜Ｐ79

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】
（1）患者の視点に⽴った良質かつ安⼼な医療の提供
○患者満⾜度調査を実施し、継続的なサービスの質を管理することができる仕組みを整備した。

（2）医療事故、院内感染の防⽌の推進
○平成２７年１０月に開始された医療事故調査制度に対応するためのマニュアルを作成するとともに医療
安全情報の発出、医療安全点検ツールの作成、医療安全管理者の研修の実施等医療安全管理の質の確保
に努めた。

（3）災害、重大危機発生時における活動
○災害対策基本法における指定公共機関として災害、重大危機発生時に備え、全病院において医療救護班
を編成するとともに、３０病院が自治体等が主催する災害訓練に参加するなど地域の災害支援体制を整
備した。

（4）洋上の医療体制確保の取組
○無線医療助⾔事業として、洋上船舶内で発⽣した傷病⼈の治療について、電話・Ｅメール等により応急
措置等の助言・指導を延べ５５７件実施した（東京⾼輪病院、横浜保⼟ケ⾕中央病院）。

評価の視点
・患者や家族の視点に⽴った分かりやすい説明や安⼼な医療を提供しているか
・医療事故の原因・防⽌対策の共有化により、医療安全対策の標準化を進めているか





2 -1 業務運営体制（組織、業務等の評価、内部体制、会計処理に関する事項、コンプライアンス、監査、

広報に関する事項） 自己評価 Ａ

年度計画

1 効率的な業務運営体制の確⽴
（1）本部・地区組織・各病院の役割分担 （2）病院組織の効率的・弾⼒的な組織の構築
（3）職員配置 （4）業績等の評価 （5）内部統制、会計処理に関する事項
（6）コンプライアンス、監査 （7）広報に関する事項
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自己評価書
Ｐ80〜Ｐ90

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】

（1）本部・地区組織・各病院の役割分担
○本部が専門的知⾒を活かして移転用地の確保等のプロジェクトを主導し、効率的な組織運営を推進した。
・移転新築を必要とする病院に対し、地域の医療ニーズとのミスマッチを解消し、地域に求められる医療
の提供及び⾃⽴的経営が可能となるよう、移転用地の確保のための自治体との協議・折衝を本部が主導
して実施した。

・効率的な組織運営とともに、旧団体時から継続する⽼朽化及び⾚字運営の解決に向け、具体的な⽅策を
推進した。

（2）病院組織の効率的・弾⼒的な組織の構築
○病院組織の管理部門のスリム化を進めた。
・管理部門については、退職者の不補充等による適正な職員数への⾒直し、本部による医薬品等の共同入
札の実施による各病院の事務負担の軽減等により、事務職（常勤職員）を平成２６年度の１０２人削減
に引き続き、平成２７年度中に１７３人削減（平成２６年度⽐１７０％）した。

評価の視点

・業務運営の効率化（管理部⾨のスリム化、病院組織のスリム化）への取り組みが進んで
いるか

・適切な職員配置を⾏うとともに、業務量の変化に対応した柔軟な配置が⾏われているか
・独⽴⾏政法⼈として求められる適正な内部統制の確保に努めているか
・業績等の評価制度について、適切な運⽤を図っているか

（P19参照）
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（3）職員配置
○医師、看護師等を多様な雇用形態で採用し、確保困難な場合には病院間における職員派遣を実施した。
【平成27年度施設間職員派遣者数】

（4）業績等の評価
○病院業績評価、職員業績評価を適正に運用した。
・組織⽬標を効率的かつ効果的に達成するため「病院業績評価制度」を初めて実施し、院⻑等の業績年俸に
反映した。

（5）内部統制、会計処理に関する事項
○他の類似独法に先駆けて地域医療機構内部のガバナンス強化を図った。
・平成２７年６月１日に本部に内部統制・監査部を設置し、想定されるリスクを洗出し、発生頻度及び損害
規模により整理したリスクマップを作成。

・さらに、対策優先リスクを選定し、当該リスクに対応するため、規程等の周知徹底、遵守状況の点検を重
点的に進めた。

○会計マニュアルの精度向上や研修会の実施などにより業務の標準化及び職員の能⼒向上を図った。

（6）コンプライアンス、監査
○内部監査、監事監査等により全病院のコンプライアンスの推進を図った。
・「内部統制に係る基本方針」、「外部通報事務取扱規程」などを定め、法令等の遵守を促進するための規
程の周知徹底、遵守状況の点検を集中的に進めた。

・監事監査において、法令等に適合した上で意思決定が⾏われているか確認を⾏ったほか、会計監査人によ
る監査時に、各病院等におけるコンプライアンスの浸透状況等を確認し、指摘事項を全病院に通知し、コ
ンプライアンスの重要性について周知した。

26年度 27年度 増減
医師 24人 58人 ＋34人

看護職 2人 8人 ＋6人

コメディカル 18人 9人 △9人

計 44人 75人 +31人



自治体との申し出又は協議に基づく移転新築の協議状況等
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2 -2 業務運営体制（ＩＴ化に関する事項） 自己評価 Ｂ

年度計画 （8）ＩＴ化に関する事項

自己評価書
Ｐ91〜Ｐ93

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】

（8）ＩＴ化に関する事項
・ＪＣＨＯクラウド・プロジェクト第１期計画に基づき、東⽇本・⻄⽇本の２か所のデータセンターにクラウ
ドサーバ基盤を配置し、６病院での病院基幹情報システムの稼働を開始したが、検収の完了が平成２８年６
月末となった。

20

重要度：⾼ 難易度：⾼

評価の視点 ・医療部⾨を含めたシステム化に係る⽅針・計画を策定しているか



2 -3 業務運営の⾒直しや効率化による収⽀改善 自己評価 Ａ

年度計画

2 業務の⾒直しや効率化による収⽀改善
（1）経営意識と経営⼒の向上に関する事項
（2）収益性の向上
（3）業務コストの節減等

21

自己評価書
Ｐ94〜Ｐ104

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】

（1）経営意識と経営⼒の向上に関する事項
○病院幹部、職員の経営⼒の向上を図り、昨年に引き続き⾚字病院数が減少した。
・経営分析指標等のデータの提供や病院⻑、事務職員等を対象とした研修の実施等により各病院の経営⼒
の向上を図るとともに、平成26年度の赤字病院に対して本部による経営指導を重点的に実施した結果、
８病院が⿊字化し、８病院は赤字を改善した。

・地域医療機構全体では、経常収⽀が⿊字の病院が４病院増加して４２病院、⾚字病院が４病院減少して
１５病院となった。

評価の視点

・⽉次決算や経営管理指標のデータ分析、経営分析や経営改善⼿法に関する研修の開催など、
経営意識と経営⼒を向上させているか

・医師、看護師等の医療従事者数について、医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応す
るとともに、技能職等の職種については、アウトソーシング化等が進んでいるか

・病院を運営する他の独⽴⾏政法⼈や公的病院の給与⽔準を踏まえた適正な給与⽔準としてい
るか

・⼀般管理費の削減が着実に進展しているか
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（2）収益性の向上
○地域ニーズに対応した医療・介護を提供すること等により、診療収⼊の増収に努めた。
・各病院において、医療計画等に定められた役割を果たし、地域協議会において地域住⺠、地域の医療機

関等からの意⾒を踏まえ、地域における医療・介護ニーズに対応するため、救急患者の受入強化、地域
の医療機関との連携強化（紹介率・逆紹介率の向上）、地域包括ケア病棟の開設等に取り組み、平成２
７年度の診療業務収益と介護業務収益の合計額は、約３，６３８．１億円となり、平成２６年度から
６９．２億円増加し、１０２％の増収が図られた。

（3）業務コストの節減等
○メリハリのある給与・賞与制度等を運⽤するなど、業務コストの節減に努めた。
・人事院勧告については準拠せず、地域医療機構独自の判断基準に基づき、各病院の経営状況に応じて
メリハリのある給与・賞与水準（３．００〜４．２０月/年）とした。

・事務職員の削減のほか、技能職等についても退職後不補充や⾮常勤職員への切替及びアウトソーシング
の推進により３７人削減した。

・これらの取組等で、地域医療機構病院全体の⼈件費率は、人事院勧告が０．３６％増の中で平成２６年
度と比べ０．５ポイント減少させた。

・後発医薬品の採⽤促進に取り組んだ結果、数量シェアが平成２６年度と⽐べ２１．０ポイント増の
６８．８％となった。

・⼀般管理費については、平成２６年度計画額から１７．５％の大幅な削減となり、中期計画に掲げられ
た目標（「中期目標の期間の最終年度において１５％以上節減」）を達成した。

達成率２９２％



3 -1 財務内容の改善に関する事項 自己評価 Ａ

年度計画

1 財務内容の改善に関する事項
（1）経営の改善 （2）⻑期借⼊⾦の償還確実性の確保
2 短期借⼊⾦の限度額
3 不要財産⼜は不要財産となることが⾒込まれる財産がある場合には当該財産の処分に関する

計画
4 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする時はその計画
5 剰余⾦の使途

23

自己評価書
Ｐ105〜Ｐ109

JCHO 独⽴⾏政法⼈ 地域医療機能推進機構

【主な業務実績】

１ 財務内容の改善に関する事項

（１）経営の改善
○本部、病院が一体となって経営改善に努め、次の取組を⾏った上で、経常収⽀率１００％以上
（１００．９％）を達成した。
・救急患者の受⼊強化など地域ニーズに対応した医療・介護を提供すること等により、収益の増を図った。
・定期昇給等により人件費が増加する中で、メリハリのある賞与の支給等により節減に努めた。
・Ｃ型肝炎治療薬等の⾼額な医薬品の採⽤等により、材料費が増加する中で、共同購入による費用抑制を
図った。

・必要な医療機器の整備等、前年度を上回る投資を⾏った。
○赤字病院数は、平成２６年度から４病院減少し１５病院となり、前年度に引き続き大幅な経営改善が図ら
れた。

（２）⻑期借⼊⾦の償還確実性の確保
○平成２７年度は新たな⻑期借⼊は⾏っていない。

難易度：⾼

評価の視点 ・経常収⽀率が100％以上となっているか
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２ 短期借⼊⾦の限度額
○平成２７年度における短期借⼊⾦はない。

３ 不要財産⼜は不要財産となることが⾒込まれる財産がある場合には当該財産の処分に関する計画
○平成２７年度における施設状況の調査を踏まえ、今後、利⽤⾒込のない⼟地・建物等について、平成２８
年度に処分を⾏う予定である。

４ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする時はその計画
○平成２７年度においては、主務大臣の認可を受け、以下の財産については対応済み。
・可児とうのう病院所有の土地の一部（平成２７年１２月８日）
・南海医療センター所有の⼟地の一部（平成２７年６月２２日）

５ 剰余⾦の使途
○平成２７年度末においては、当期総利益１５２百万円を計上したが、平成２６年度末に繰越⽋損⾦１，０
７６百万円を計上していたため、当期末における繰越⽋損⾦は９２４百万円となり、そのため利益剰余は
生じていない。



平成2７年度の財務状況
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損益計算書 （単位：百万円）

経常収支率（100.9） 3,401
診療業務収支率（101.4） 4,933

△ 3,249
総収支率 （100.0） 152

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

介護業務収益 13,622
教育業務収益 585

科目 金額

経常収益（A） 365,601
診療業務収益 350,187

その他経常収益 1,208
経常費用（B） 362,200
診療業務費 345,254

当期純利益（E)＝（C）＋（D)

介護業務費 12,961
教育業務費 1,261
一般管理費 2,072
その他経常費用 652

経常利益（C)＝（A)－（B)
（うち診療業務利益）

臨時損益（D)

貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

資産 511,534 負債 64,550

流動資産 134,996 流動負債 50,534

固定資産 376,538 固定負債 14,016

純資産の部

純資産 446,984

資産合計 511,534 負債純資産合計 511,534



平成26年度

経常収益 3,656億円 3,586億円
（診療業務収益 3,502億円 3,432億円）
（介護業務収益 136億円 137億円）
（教育業務収益 6億円 6億円）
（その他経常収益 12億円 12億円）

経常費用 3,622億円 3,536億円
（診療業務費 3,453億円 3,366億円）
（介護業務費 130億円 129億円）
（教育業務費 13億円 13億円）
（⼀般管理費 21億円 21億円）
（その他経常費用 7億円 7億円）
（うち給与費 1,888億円 1,865億円）

経常利益 51億円
経常収⽀率 101.4％

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある 26

業務運営の効率化、経営⼒の向上に取り組み、経常収⽀率100.9％を達成し、赤字
病院数は平成26年度から4病院減少し15病院となった

⿊字病院： 42施設 38施設
赤字病院： 15施設 19施設
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1 財務内容の改善に関する事項
⑴ 経営の改善

診療・介護業務収益の増加 69.2億円

給与費の増加

材料費の増加

減価償却費の増加

経常利益 34億円
経常収⽀率 100.9％

平成27年度

22.9

億円

42.9
億円

16.2
億円

その他

27年度 26年度

←17億円→

4億円

4.8
億円

⼈件費率 51.5% ↙ 52.0%

材料費率 25.0% ↖ 24.2%



4 -1 その他業務運営に関する重要事項 自己評価 Ｂ

年度計画

1 その他業務運営に関する重要事項
（１）職員の人事に関する計画（ 2 ） 医療機器・施設整備に関する計画
（４）病院等の譲渡 （5）会計検査院の指摘

27

自己評価書
Ｐ110〜Ｐ116
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１ 職員の人事に関する計画
○病院間医師派遣や新幹線通勤等の配慮を実施した。
・医師確保対策として、地域医療機構内の病院間医師派遣を継続するとともに、新幹線通勤等を認める配慮

を⾏い、勤務環境の改善を図った。
・離職防⽌と復職⽀援を促進するため、３１病院で院内保育所を運営した。

２ 医療機器・施設整備に関する計画
○⼤型医療機器の共同⼊札、施設整備を実施し医療⾯の⾼度化や経営面の改善等を図った。
・ＣＴ、ＭＲＩ等⼤型医療機器について、国⽴病院機構・労働者健康福祉機構と共同入札を実施し、保守
費用を含めた総コストで市場価格を大幅に下回る契約により整備した。

・病棟の改修や受電設備、空調設備の改修等、療養環境の改善、保守保安に関する施設整備を実施した。

3 会計検査院の指摘
○内部監査や会計監査⼈による外部監査を実施し、能率的な執⾏と適正な会計処理の確保を図った。
・未収⾦の債権管理等についても、「未収⾦対策の⼿引き」を作成・配布し、内部監査及び外部監査にお
いてフォローアップを実施した。

評価の視点

・良質な医療を効率的に提供するため、医師、看護師等の医療従事者を適切に配置するとともに、
医師、看護師不⾜に対する確保対策に取り組んでいるか

・医療⾯の⾼度化や経営⾯の改善及び患者の療養環境の改善が図られるよう必要な整備を⾏って
いるか

・会計検査院の指摘を踏まえ、適切に⾒直しを⾏っているか


